
別紙 

行政機関等が行う事務又は事業は広範かつ多種多様であり、開示することによりその適

正な遂行に支障を及ぼすおそれのある事務又は事業に関する情報を事項的にすべて列挙す

ることは技術的に困難であり、実益も乏しい。そのため、各機関に共通的にみられる事務

又は事業に関する情報であって、開示することによりその適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがある情報を含むことが容易に想定されるものを「次に掲げるおそれ」としてイからト

までに例示的に掲げた上で、これらのおそれ以外については、「その他当該事務又は事業

の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」として包括

的に規定しているものである。 

１ 「次に掲げるおそれ」 

    「次に掲げるおそれ」としてイからトまでに掲げたものは、各機関共通的にみられる

事務又は事業に関する情報であって、その性質上、開示することによって、その適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあると考えられる典型的な支障を挙げたものである。これ

らの事務又は事業の外にも、同種のものが反復されるような性質の事務又は事業であっ

て、ある個別の事務又は事業に関する情報を開示すると、将来の同種の事務又は事業の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの等は、「その他当該事務又は事業の性質

上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」があるものに該当する。 

２ 「当該事務又は事業の性質上」 

    当該事務又は事業の本質的な性格、具体的には、当該事務又は事業の目的、その目的

達成のための手法等に照らして、その適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるかどうか

を判断する趣旨である。 

３ 「当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」 

    本規定は、行政機関の長等の恣意的判断を許容する趣旨ではなく、各規定の要件の該

当性は客観的に判断される必要があり、また、事務又は事業の根拠となる規定・趣旨に

照らし、個人の権利利益を保護する観点からの開示の必要性等の種々の利益を衡量した

上で「適正な遂行」と言えるものであることが求められる。 

    「支障」の程度は、名目的なものでは足りず、実質的なものが要求され、「おそれ」

の程度も単なる確率的な可能性ではなく、事務又は事業に関する情報を開示することに

よる利益と支障とを比較衡量した結果、開示することの利益を考慮してもなお、当該事

務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすことについて法的保護に値する程度の蓋然性が

認められなければならない。 

４ 独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が開示決定等をする場合

において、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれ

るおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ（第７号イ） 

  (1) 「国の安全」とは、国家の構成要素である国土、国民及び統治体制が害されること

なく平和で平穏な状態に保たれていること、すなわち、国としての基本的な秩序が平



穏に維持されている状態をいう。具体的には、直接侵略及び間接侵略に対し、独立と

平和が守られていること、国民の生命が国外からの脅威等から保護されていること、

国の存立基盤としての基本的な政治方式及び経済・社会秩序の安定が保たれているこ

となどが考えられる。 

  (2) 「国の安全が害されるおそれ」とは、これらの国の重大な利益に対する侵害のおそ

れ（当該重大な利益を維持するための手段の有効性を阻害され、国の安全が害される

おそれがあると考えられる場合を含む。）をいう。 

  (3) 「他国若しくは国際機関」には、我が国が承認していない地域、政府機関その他こ

れに準ずるもの（各国の中央銀行等）、外国の地方政府又は国際会議その他国際協調

の枠組みに係る組織（アジア太平洋経済協力、国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ）等）の

事務局等を含む。 

  (4) 「他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ」とは、他国又は国際機

関（以下「他国等」という。）との間で、相互の信頼に基づき保たれている正常な関

係に支障を及ぼすようなおそれをいう。例えば、開示することにより、他国等との取

決め又は国際慣行に反することとなる、他国等の意思に一方的に反することとなる、

他国等に不当に不利益を与えることとなるなど、我が国との関係に悪影響を及ぼすお

それがある情報が該当すると考えられる。  

  (5) 「他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ」とは、他国等との現在進

行中の又は将来予想される交渉において、我が国が望むような交渉成果が得られなく

なる、我が国の交渉上の地位が低下するなどのおそれをいう。例えば、交渉（過去の

ものを含む。）に関する情報であって、開示することにより、現在進行中の又は将来

予想される交渉に関して我が国が採ろうとしている立場が明らかにされ、又は具体的

に推測されることになり、交渉上の不利益を被るおそれがある情報が該当すると考え

られる。  

  (6) 国際機関又は外国捜査機関等から取得した文書等 

    ア 国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ）から取得した文書（警察庁を通じて取得した文書

を含む。）で、ＩＣＰＯにより公開不可として分類又は指定されているものに記録

されている保有個人情報については、開示するとＩＣＰＯとの信頼関係が損なわれ

るおそれがあることから、本号に該当し不開示とする。 

    イ 国際機関又は外国捜査機関・情報機関から取得した文書（警察庁を通じて取得し

た文書を含む。）で、外国の捜査等の活動上秘密とされるものに記録されている保

有個人情報については、開示すると当該国際機関等との信頼関係が損なわれるおそ

れがあることから、本号に該当し不開示となる。 

        なお、重畳的に第５号にも該当する場合があり得る。 

５ 「監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な

事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその

発見を困難にするおそれ」（第７号ハ） 



  (1) 「監査」とは、主として監察的見地から、事務又は事業の執行及び財産の状況の正

否を調べることをいう。 

  (2) 「検査」とは、法令の執行確保、会計経理の適正確保、物資の規格、等級の証明等

のために帳簿書類その他の物件等を調べることをいう。 

  (3) 「取締り」とは、行政上の目的による一定の行為の禁止、又は制限について適法、

適正な状態を確保することをいう。 

  (4) 「試験」とは、人の知識、能力等又は物の性能等を試すことをいう。 

  (5) 「租税」には、国税、地方税がある。「賦課」とは、国又は地方公共団体が、公租

公課を特定の人に割り当てて負担させることをいい、「徴収」とは、国又は地方公共

団体が租税その他の収入金を取ることをいう。 

  (6) 「正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれ」 

      監査等の事務は、いずれも事実を正確に把握し、その事実に基づいて評価、判断を

加えて、一定の決定を伴うことがある事務である。 

      これらの事務に関する情報の中には、例えば、監査等の対象、実施時期、調査事項

等の詳細な情報のように、事前に開示すると、適正かつ公正な評価や判断の前提とな

る事実の把握が困難となったり、行政客体における法令違反行為又は法令違反には至

らないまでも妥当性を欠く行為を助長したり、巧妙に行うことにより隠蔽をするなど

のおそれがあるものがあり、このような情報については、不開示とするものである。

また、事後であっても、例えば、監査内容等の詳細についてこれを開示すると今後の

法規制を免れる方法を示唆するようなものは該当し得ると考えられる。 

６ 「契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地

方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ」（第７

号ニ） 

  (1) 「契約」とは、相手方との意思表示の合致により法律行為を成立させることをい

う。 

  (2) 「交渉」とは、当事者が、対等の立場において相互の利害関係事項に関し一定の結

論を得るために協議、調整などの折衝を行うことをいう。 

  (3) 「争訟」とは、訴えを起こして争うことをいう。訴訟、行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号）に基づく審査請求その他の法令に基づく不服申立てがある。 

  (4) 「財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ」 

      行政機関等が一方の当事者となる上記の契約等においては、自己の意思により又は

訴訟手続上、相手方と対等な立場で遂行する必要があり、当事者としての利益を保護

する必要がある。 

これらの契約等に関する情報の中には、例えば、用地取得等の交渉方針や用地買収

計画案を開示することにより、適正な額での契約が困難になり財産上の利益が損なわ

れたり、交渉や争訟等の対処方針等を開示することにより、当事者として認められる



べき地位を不当に害するおそれがあるものがあり、このような情報については、不開

示とするものである。 

７ 「調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ」

（第７号ホ） 

    行政機関等が行う調査研究（ある事柄を調べ、真理を探究すること）の成果について

は、社会、国民等にあまねく還元することが原則であるが、成果を上げるためには、従

事する職員が、その発想、創意工夫等を最大限に発揮できるようにすることも重要であ

る。 

    調査研究に係る事務に関する情報の中には、例えば、知的所有権に関する情報、調査

研究の途中段階の情報などで、一定の期日以前に開示することにより成果を適正に広く

国民に提供する目的を損ね、特定の者に不当な利益や不利益を及ぼすおそれがあるもの

や、試行錯誤の段階の情報で、開示することにより、自由な発想、創意工夫や研究意欲

が不当に妨げられ、減退するなど、能率的な遂行を不当に阻害するおそれがあるものが

あり、このような情報を不開示とするものである。 

８ 「人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ」

（第７号ヘ） 

    「人事管理」とは、職員の任免、懲戒、給与、研修その他職員の身分や能力等の管理

に関することをいう。 

    行政機関等が行う人事管理に係る事務は、当該機関の組織としての維持の観点から行

われ、一定の範囲で当該機関の自律性を有するものである。 

    人事管理に係る事務に関する情報の中には、例えば、勤務評定や人事異動、昇格等の

人事構想等を開示することにより、公正かつ円滑な人事の確保を困難にするおそれがあ

るものがあり、このような情報を不開示とするものである。 

９ 「独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に

関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ」（第７号ト） 

  独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関

連する情報については、企業経営という事業の性質上、法第７８条第１項第３号の法人

等に関する情報と同様の考え方で、企業経営上の正当な利益を保護する必要があり、こ

れを害するおそれがあるものを不開示とするものである。ただし、「正当な利益」の内

容については、経営主体、事業の性格、内容等に応じて判断する必要があり、その不開

示の範囲は、第３号と比べてより狭いものとなる場合があり得る。 

 


